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研究成果の概要（和文）：本研究は、「格差社会」化が進行しているといわれる今日の日本社会

におけるその格差の実態・性格を把握することを目的としたものである。この目的を達成する

ために、本研究では、Ｂ市のある集合住宅Ａ団地をフィールドとして、その団地に居住する生

活上の諸困難を抱えつつ子どもを育てる家族やその関係者へのインタビュー等の調査を実施し、

かれらの生活及び子育て・教育の状況を実証的に明らかにし、そのことを通じて上記の目的に

関わる一定の知見を得ることができた。 
研究成果の概要（英文）：This study was intended to grasp actual conditions and characters 
of the gap in today's Japanese society where the trend toward "stratified society" was 
said to advance. In order to attain this purpose, in this study, we set A housing complex 
in B city as the field of the study, and carried out the investigations such as the 
interviews to families who nurtured children with various difficulties on life, and 
persons concerned. As result of those investigations we were able to clarify empirically 
their life and the situation of child-rearing and education, and obtain certain findings 
relating to the above purpose through that. 
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１．研究開始当初の背景 
 本研究の研究代表者・連携研究者・研究分
担者のうちの何名かは、1989 年から 1992 年
にかけて、北日本のある都市（Ｂ市）のある
集合住宅（Ａ団地）を対象地として、生活保
護世帯など「生活困難層」の家族の子育て・
教育の実態に関する調査研究を行った。 
 1989～1992年の調査では、調査の主要対象

である生活困難層についておおよそ、企業社
会と学校社会を貫く競争秩序（＝「『豊かな
社会・日本』の競争秩序」）の中、「周縁化型
競争」を強いられていること、その競争にお
ける「がんばり」を示すものの首尾よくはい
かず、結果的にその「底辺」位置（＝「豊か
さの底辺」）におかれていることを示した。
今日、1990 年代初頭までの「豊かな社会・日
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本」的な競争秩序は大幅に揺らぎ、格差社会
化の進行と貧困の拡大が見られる。そうした
客観的状況の変化の中、1989～1992年調査の
調査地であった A団地の生活困難層には、そ
の生活・子育て・教育の上でどのような変化
が生じているかを掴もうというのが、今回の
研究に取り組むに当たっての問題意識であ
った。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、A 団地に居住する生活困難層を
事例として、その生活及び子育て・教育の実
態を実証的に明らかにし、「格差社会」化が
進行しているといわれる今日の日本社会に
おけるその「格差」の教育に関わる側面がど
うあるかを、1989～1992年時点のそれと比較
しつつ把握することを目的としたものであ
る。 
 
３．研究の方法 
 A団地の生活困難層の家族の生活と子育
て・教育の困難の実態、その世帯の子ども・
親と学校との関わり、団地居住者間の関係な
どについて、関係者からのインタビューをは
じめとした諸調査によって多角的総合的に
明らかにしていく方法をとった。 
 それら諸調査の中で中心的なものは、A団
地居住者で、ランダム・サンプリングによ
って対象候補に選定された 200世帯のうち
協力が得られた 66世帯からのインタビュ
ーであった。このインタビュー実施状況は、
次の表のとおりである。 

  世帯数 割合 

インタビュー実施 66 33.0% 

拒否 79 39.5% 

不在または「今は都合悪い」等 41 20.5% 

転居等 14 7.0% 

計 200 100.0% 

 
４．研究成果 
 研究を通じて明らかになったことは、主と
して以下のようなことである。 
(1)調査対象地 A 団地をめぐる今日的状況に
ついて 

 ①A 団地に居住することについて、公営住
宅というセーフティネットに守られてい
るという意味合いが 1989～1992 年時点に
比べて強まっている。 

 ②A 団地では、1989～1992 年時点に比べて
少子化が大きく進行し、そのことによって、
かつて描いたような家族における子育て
や学校教育を通じての社会的弱者の「再生
産」が展開する場としての側面が後景に退
き、代わって、再生産を終えた貧困層が移

り住みそこで生を終える、いわば「貧困の
果て」としての側面が前景化している。 

(2) A 団地在住の子育て世帯が形成するネッ
トワークの特質について 

 ①自治会組織や子育て支援組織の衰退な
ど団地や地域性を媒介にした公的なネッ
トワークが収縮するなかで、A団地の住民
たちは、住民の生活に互いに過度に干渉し
ない「適度な距離」を維持した関係を指向
しつつあった。とりわけ、若い世代は班長
を含む当番業務をこなしつつも、自分たち
が A 団地のコミュニティを形成する担い
手となっている意識は薄く、年配世代の生
活への「介入」に批判的であった。 

 ②そうであるがゆえに、子育て資源の調達
は個々の世帯が有するネットワークに依
存する傾向がみられた。児童館の子育てサ
ロンやインターネットでの出会いを通じ
た、若い専業主婦層を中心とした「ママと
も」の形成がそのひとつである。ただし、
「ママとも」関係は子育てをめぐる悩みの
共有や情報交換に主眼が置かれており、子
どもの面倒を互いに見合ったりするなど、
20 年前に頻繁にみられた子育ての共同化
への指向は見られなかった。また、A団地
内の子育て世帯が減少した結果、他の子育
て世帯と日常的に出会う機会は少なく、
個々の母親は積極的に母親が集う空間に
集い、「ママとも」をつくり出さなければ
ならない状況にあった。そのため、時間
的・経済的資源のない母親は、「ママとも」
をつくることが困難であることが示唆さ
れた。  

 ③その結果、個々の家族の子育て、とりわ
け負担の大きい幼少時の子育てにおいて
は、自らの親や親族に人的資源・物質的資
源のサポートを依存する傾向にあった。興
味深いのは、「出戻り」「呼び寄せ」「頼り
に転居」など、親や親族からのサポート調
達を目的とした A 団地入居が一定の割合
で存在していたことである。また、1989
年～1992 年調査の追跡調査を行ったとこ
ろ、離家できる条件にめぐまれなかった
（当時の）子どものかなりの割合が、現在
でも A 団地に親と居住していることがわ
かった。ここからは、1990 年代後半以降
の＜移行＞の困難は、親族ネットワークに
依存することで乗り切っている様子も浮
かびあがる。 

 ④A 団地は、ひとり親家庭を中心とした低
所得家族に、離婚後の行き場のない生活や
家庭内暴力に怯える生活などの、どん底の
生活に陥らないための、あるいはそこから
抜け出すためのセーフティネットとして
認識されていたし、実際にそのように機能
していた。と同時に、A 団地への居住が、
子育ての十分条件ではないことも浮かび



 

 

上がった。上述のように A団地に居住しつ
つ、親や親族から資源を調達することで子
育てや日々の生活を乗り切ろうとする世
帯も多かったからである。このことは、A
団地に居住していても、親や親族との関係
が悪化すれば、生活困難に陥る可能性があ
ることを意味している。 

(3)A 団地居住者の生活困難の実態につい
て：ワーキングプア層を含む生活困難層の
多くが雇用の不安定性・非熟練の多さ・年
収の低さを特徴とする不安定な就労状況に
あり、かれらのおかれた経済上の苦境が子
どもの教育に多大な影響を与えていること
が明らかになった。 

(4)A 団地居住者のわが子に対する学歴期
待：A 団地に居住する保護者が抱く学歴期
待を検討した結果、かれらが子どもの自主
性を尊重しつつ、高校卒業を社会に出るた
めの最低限の資格として捉えていること、
生活困難層が大学進学に対して否定的で、
その背景にはリスクに関する認識が安定層
と異なる可能性があることがわかった。 

(5)「団地暮らし」についての居住者自身の
イメージと公営住宅居住によって得られる
資源との関係について：「団地暮らし」に住
民が抱くイメージと、公営住宅に住むこと
で得ている資源の内実を検討した結果、「標
準」的なライフコースを志向する家族と、
必ずしもそのような「標準」を前提としな
い家族が存在する可能性が明らかになった。 

(6)A 団地に居住する子どもたちの学校体験
を、その親は、また A 地区の学校教師はど
のように捉えているのかについて：生活困
難層の親調査からは、子どもたちの肯定的
な学校体験・教師体験、否定的な学校体験・
教師体験をそれぞれ得ることができ、親た
ちの側がそうした個々の体験を通して、学
校や教師への評価が決まってくるという構
図を得ることができた。そして、こうした
構図は、教師側において同形のものとして
見いだすことができる。学校側・教師側の
調査からえられた問題の個別化は、こうし
た親調査の結果と符合する。いってみれば、
親たちの側は学校・教師の対応を個別化し、
学校側・教師側も問題を個別化する。つま
り二つの個別化である。 

 二つの個別化は、表層的には個々の問題と
して強く当事者に意識され、調査において
は個別事例として現れる。そのために、親
側の学校評価や教師評価はケースバイケー
スという形で示されてしまい、学校側・教
師側の取り組みや対応も組織的な取り組み
がやや形式的な形で現れ、具体的な取り組
みが個別的な形で強く現れてくることにな
る。 

 個別化という視点で見るときに、問題とな
るのは、個別化の力が生まれる構造的な要

因である。A 地区における子育て世帯に対
して働く個別的な力、そして学校側教師側
に対して働く個別化の力は、生活困難層の
集住地域という地域特性と無関係ではない
だろう。もちろん、親側における構造性と
学校側教師側における構造性とがぴったり
と重なっているとは考えることはできない。
親たちにとって A 地区は生活の場であり、
学校側教師側にとって A 地区は仕事の場で
ある。だから、個別化の力を生み出す構造
といっても、そこでのアクターとしての機
能は両者において異なっていると考えた方
がよいし、問題を生み出す構造の再生産が
進行しているとして、それぞれがどのよう
な役割を果たしているのかも異なってはい
よう。また、両者ともに個別化を生み出す
構造によって方向付けられていると考えた
方が自然であり、そうであれば親側におけ
る個別化、学校側教師側における個別化は
再生産されていくと考えられる。 

 個別化を生み出す構造とは、親たち、子ど
もたち、学校教師たちにとっての A 地区と
いう環境の特性のことである。環境が個別
化を生み出す特性をもって構築されている
のであれば、親たちにとっても学校・教師
たちにとっても個別化は自然なことがらの
成り行きであると体験される。そして、個
別化は、一定の定型像のもとに、分断を生
み出す。一定の定型像があるがゆえに、個
別化は「こういう地域だからしょうがない」
という形で、たとえば学校・教師側で体験
される。それは定型像ゆえの自然な姿でも
ある。 

(7)A 地区に所在する幼稚園における子育て
支援機能の実態について：このことについ
て、以下の諸点が明らかとなった。 

 ・私立主体の B市では、幼児の子育てサー
ビスの選択肢の一つとして幼稚園が存
在している。よって、あらかじめ園の方
針、経済的負担などをよく把握し、納得
ずくで保護者が子どもを入園させてい
る。しかし、預かり保育についてはその
判断基準としてはあまり重要ではない
と考えられる。 

 ・入園前教室などは、地域子育て支援とい
うよりも園の保育を体験してもらい理
解してもらうための事業になっており、
宣伝のためにもどの園でも力を入れて
いる。 

 ・納得ずくで入った保護者と園の関係はお
おむね良好で、園活動に対して協力的で
あり、園で保護者どうしの仲間づくりが
すすんでいる。 

 ・私立幼稚園はかつて民間教育・子育て事
業の地域拠点であったが、少子化の進行
によりその機能を失った。 

 これらより、現在、A 地区の幼稚園では母



 

 

親がフルタイムで働く必要がない程度の経
済力を持った家庭と教職員による子育て共
同体が形成されている可能性が考えられる。
これは園の生き残り戦略として、できるだ
け乳児（就園前）から一貫して子どもを見
られる方がよいという考え方を持っている
ことに起因している。これは、保護者がよ
り社会化するステップになりうるとも考え
られる。しかし、園が地域住民や保育所な
どほかの子育て支援との連携がないことか
ら、子育ての階層化を促進させ地域におけ
る子育て家庭をより細かく分断する危険性
もある。 
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